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は、２００６年に『実名と報道』 （以下、『２００６年版』という）と題する小冊子を発行し １ はその改訂版と位置づけられる『実名報道
　
事実を伝え















に対して、発表段階と報道段階 を区別した上で、発表段階では実名とし、報道段階で実名とするかどうかは 機関に委ね、実名報道を行ったことによ 責任も報道機関が負うべきものだと主張している。実名発表イコール実名報道では
いというこうした考え方は、匿名発表による取材への支障を避けるという要請と、書かれる側の保護の要請との調整を図るものであ といえる。　
筆者も結局はこのような考え方による
ほかないと考えるが、この考え方は発表側には必ずしも共有されておらず、 『２０１６年版』でも相変わらず多く ページを割いて匿名発表の危険性が主張されている。相模原殺傷事件で 匿名発表もその一事例である。なぜ実名発表の主張は受け入れられな のだろうか。　
その理由について、報道機関の側から




















これらは匿名発表を許し、あるいは促進する機能を っているということができる。その意味で、これらの制度の改正を求める主張は理解できる。しかし他方で、これらによっても実名で発表す ことが禁止さ ているわけではなく、実際に報道機関の強い要請に応じてのこ であれ、実名発表が行われる場合が少なくない点にも注目すべきであ 。そうだとすれば、現在の制度の理解としては、で発表するかどうかについ は、発表側に裁量があり、そ 裁量が匿名発表側振れがちであるというよう 捉えることもできるの はな か。　
このように捉えることができるとする














事件のような障害者などを念頭に、 「書かれる側の人権」に配慮する必要があことも認められている。ただ、同時に、報道被害を訴える声には謙虚に耳を傾けなければならないが、過度に萎縮することなく、十分な取材を尽くし事実を正確に伝えるという基本 より徹底す ことが肝要であ （同
26頁）とか、 「書かない


























由には、報道機関の知識や想像力の不足、報道への使命感からくるバイアスど様々なものが考えられ ここでは「実名報道を行ったことによる責任も報道機関が負うべきものだ」とい主張との関連に着目する。被害者は多数の報道機関（前述のように本稿では便宜上、新聞社およびテレビ局を指している） あるいは週刊誌やネットメディア（報道機関に加え、これらも含めて本稿では「メディア」と呼ぶ）の取材を受け、報道されるのであり、被害者 受ける被害はこれらの総体である。これに加えて、報道に接した周囲の人々 るいは仕事先など社会生活上接点 ある人々から受ける偏見 基づく冷たい仕打ちや、今日ではネット上での誹謗中傷等 間接的なものも、報道被害として受け止められる。　
大事件においては、多数のメディアが
相互に競争しつつ大量の を行うのであり、被害について個々のメディアの責
任範囲を画定することは困難である。さらに、総体としての報道の影響を受けた周囲の人々等から受け 被害について報道機関が責 を負うことはできないはずである。そうだとすれば、 「実名報道を行ったことによる責任も報道機関が負うべきものだ」とい 場合の責任と、被害者が想定する責任 の間 は乖離があることになる。　
実名報道されること自体には自己責任


































示する必要があるのかという疑問があるかもしれない。これは確かに一般論としてはもっともな疑問である。しかし、実名か匿名かが争われるのは、報道から直接的あるいは間接的に被害が生じているような場合にどのような形で対応すという文脈である ら、やはり、実名報道を行う論拠を検討するとい 形で議論をするのが適切で ように思われる。　
実名報道の論拠として挙げられている










への配慮に対する関心の高まりの陰で影の薄くなりがちな被疑者報道につ て当てはまらないだろうか。被疑者報道については、重大事件での集中豪雨的な報道による被害、とりわけそれが冤罪であった場合の回復不可能 被害が問題となるほか、比較的軽微な事件における実名報道がも らす不均衡に大き 報道被害の問題がある。　
前者については、抜本的な解決がなさ
れたかどうかは別として、これまでも大いに議論されてきたが 後者についてはいまだ十分に問題意識が浸透して るようには思わ ない。　
比較的軽微な事件では警察への取材だ
けに依拠して報道が されること 多いが、それが不正確であることもあり、あるいはその後不起訴になってもそ は報道されないこともある。とりわけそ まで善良な市民として生活を送ってき 者が被疑者としてそのような報道をさ場合には、小 な記事であっても回復不
可能な社会生活上の被害を受けることになる。記事にする以上は被疑者側にも取材をするとか、不起訴や無罪になった場合には報道をして名誉回復を図る、あるいは当初から匿名報道を徹底する、これらができないのであればそもそも記事にしないといった、一部では実践されていることをルール化する必要はないだろうか。（３）開かれたルールづくり　
実名か匿名かの判断に直接かかわるも











に陥りがちである。社会の信頼を得るための一つのキーワードが開放性であり、本稿の主題の文脈 いえば、書かれ 側の人々や発表側 組織、関係学問分野の専門家の実質的な参加を得て議論したうえでルールづくりを行うことが重要ではないか。こうした取り組みと報道機 の自律性とは矛盾するも ではないはずである。（４）ルールの実効性　
メディアスクラムの問題を例にとれば、
日本新聞協会は２００１年に「集団的過熱取材に関する日本新聞協会編集委員会の見解」をまとめ、また、問題が発生し

















ついて点検するこ か 始める も一案だろう。　
いずれにしても、 「総体としての報道
















































































f ） 、 シンポ
ジウムの概要は
LIBRA
16巻
6号（２０１６
年）
26頁（
http://w
w
w
.toben.or.jp/m
essage/
libra/pdf/2016_06/p24-26.pdf ）でそれぞれ
閲覧可能である。
11　
河原理子「犯罪被害者に配慮した報道とは」徳山喜雄（責任編集） 『報道不信の構造
　
ジャーナリズムの条件２』 （岩波書店、
２００５年）１５２頁。また、 下村健一「今、まず我々メディア人がすべきこと」新聞研究６５５号（２ ０６年）
25頁も示唆的である。
おわりに
